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はじ めに
‘東洋大学国際地域学部教授兼国際共生社会研究センター研究員
1) 研究の背景と目的(
研究の背景)
先進国と発展途上国と問わず今日その地域開発のあり方が大きく変わりつつある。従来型のトッ
プダウン型の地域開発は大きな成果をあげてきたが、大きな限界に直面している。今日は持続可能
な開発が緊急の課題となっている。このためには地方分権を進め、自らの意思をふまえた開発が行
われなければならない。
これまでも、このような参加型の地域開発をどのように進めるかについて様々な研究と実践が行
われ優れた成果をあげてきた。これらの成果をふまえ発展途上国において地域の人々が自ら参加型
の地域開発が広く実践されることが大切である。
東洋大学国際共生社会研究センタープロジェクト3 においては、発展途上国における地域開発の
ありかたについてカンボディアを対象とした現地調査やワークショップの実施などの研究交流など
も含め研究を進めてきた。(
研究の目的と位置づけ)
上に述べた背景をふまえ、本「発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究」
においては最終的には、発展途上国の地域の人々が自らの地域の地域計画を作成するためのガイド
ラインを提案することを目的にしている。平成13、14年度においては地域開発の考え方の変化につ
いて考察を行うとともに、これまでの研究や実践についてレビューを行った。また、カンボディア
における予備調査を行った。
カンボディアにおいては参加型の地域開発を実践している。そのために地域レベルで自ら地域計
画が作成できるようガイドラインがつくられている。本報告は、参加型の地域計画の実践について
の事例研究として、カンボディアの現地において調査、資料収集をおこない、その結果の分析、評
価をおこなうとともにその成果から最終的に示されるべきガイドラインに対する方向性をとりまと
めたものであり、研究全体の中間的な成果として位置づけられる。
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引き続き行われる研究の中で発展途上国の地域の人々が自らの地域の地域計画を作成するための
ガイドラインを提案するとともにそのために適用される手法やデータなどを提案する。この試みに
提案されたガイドラインについて国内、国外の研究者、実務者などとの意見交換を行うとともに、
実際の計画において試用し、これらをふまえ実際に適用可能なものに修正、再提案を行うこととし
ている。2
）報告書の構成
（本報告書の構成）
本報告書は「はじめに」「おわりに」および1 ～8 章で構成されている。「はじめに」においては
研究の背景、目的と位置づけ、本報告書の構成を示している。
第1 ～2 章においてはカンポディアの地域計画の枠組みを示す。第1 章はカンボディアにおける
地域計画の仕組みと背景について述べている。その中でカンボディアにおける地方分権への取り組
み、地方行政の制度および計画の体系について述べている。さらに、地域計画の主体とその役割に
ついて述べる。第2 章においてはカンボディアにおける社会経済開発計画と地域計画について述べ
ている。なお社会経済開発計画は別途取りまとめられているのでごく概要を述べるにとどめ、この
計画の中での地域計画の位置づけを示すこととしたい。第3 ～5 章においてはカンボディアにおけ
る地域計画の実際について述べる。まず第3 章においてはカンボディアにおける地域計画のガイド
ラインについて述べる。はじめにその概要を、次いで市町村のためのガイドライン、州政府のため
のガイドラインについて各々その構成、主な内容およびめざす成果について述べる。第4 章では上
述のガイドラインにしたがって作成された実際の地域計画について述べる。第5 章においてはカン
ボディアの地域計画において用いられるデータについて述べる。この中では全国レベルのデータと
同時に各市町村毎に利用可能なデータについても示す。
第6 ～ フ章はまとめと評価、今後の課題である。第6 章は事例研究のまとめと評価であり、地域
計画ガイドライン、地域計画の事例および計画のデータの各々についてその特徴まとめ、評価をお
こなっている。第7 章はまとめと今後の課題を述べている。すなわち、発展途上国における地域開
発のガイドラインの試案の提示にむけての今後の課題を示している。
1 。 カ ンボ デ ィア にお け る地 域 計画 の 仕組 み と背 景1
）地方分権への取り組み
カンボディアは長期間の内戦の後国連による暫定統治を経て新たな国づくりを進めている。カン
ボディアは人口の85％が農村に住み、大半の国民が農林水産業に従事している。しかし、都市と農
村の格差は大きく貧困者のほとんどは農村部に居住している。したがって農村部の社会経済開発が
最も重要な課題であり、そのためには地域住民のイニシアティブによる開発が有効と考えられてい
る。このためにカンボディア政府は地域住民のイニシアティブによる開発が行える仕組みとしてコ
ミューン（市町村）開発委員会などが設立された1）。
金子：発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究（その2)
－ カンボディアにおける参加型地域計画ガイドラインの事例研究 一 27
さらに全国1621 あるコミューン（市町村）を独立した地方自治体 とするための市町村行政法（Com-muneAdministrationAct
）を制定し、2002 年に初めてのコミューン（市町村）選挙を実施した。 こ
のように市町村レベルから地方分権が進められている。しかし、プロビンス（州）レベルの地方分
権については時期尚早として考慮されず国の一機関として位置づけられたままである2)。2
）地方行政 の制度3)
カンボディアの行政機構は4 段階になっている。 すなわち国／プロビンス（州）／ディストリクト
（郡）／コミューン（市町村）である。行政組織ではないが、コミューンの下 にヴィレ ッジ（集落）
があり、人々の生活の単位となっている。上述のとおりコミューンは自治体 としてその議員が選挙
で選ばれており、議会の長がコミューンの長 となっている。一方、州は自治体ではなく国の機関で
その長である知事（Governor) は任命制、職員 は国の公務員である。州には計画部、公共事業部を
はじめとする部 が設けられ州行政の実施にあたっているがこれは同時に国の各省の地方組織として
位置付けられている。州 の下にある郡 は郡長 （DistrictGovernor ） は任命されるが実質的な権限は
ない。3
）計画の体系
（国の計画）4）
カ ンボディアにお いて は新 政 権 の発 足 後、1994 年 に カ ンボ ディア復 興 開発 国家 プ ロ グ ラム
（NPRD ）、社会経済復興計画1994-1995 が策 定された。 また1996 年には3 年間のロ ーリング投資計
画であ る公共投資プログラム（PIP ）1996-1998 が策定された。NPRD にはカンボディア政府の広範
な開発目標が示 されている。 これらの先行する計画、プログラムをふ まえより広範 で詳細な計画が
策定されることとなった。 これが第1 次社会 経済開発計画（SEDP ）1996-2000 である。さらに、第2
次社会経済発展5 か年計画2001-2005 （SECONDFIVEYEARSOCIOECONOMICDEVELOP-MENTPLAN2001-2005
略称SEDPII ）が2002 年7 月策定された。 これが現行の国としての開発
計画である。 またこのSEDPII をふ まえて貧困削減プログラム（NRP:PovertyReductionPro-gram
）がつくられている。また、社会経済開発計画の実施のためのプログラムとして3 ヵ年のローリ
ング投資計画である公共投資プロ グラム（PIP:PublicInvestmentProgram ）が毎年つ くられてい
る。
（地域開発計画）5,
カンボディアにおいては、 コミューン （市町村）は上記の国の計画をふ まえた市町村開発計画が
策定 されている。すなわち、5ヵ年計画であ る市町村開発計画および3 ヵ年の投資計画である市町村
公共投資プログラムである。 この市町村計画はディストリクト（郡）段階で取りまとめられるとと
もに州の事業実施各部の計画も統合 され、郡単位の計画 （DistrictIntegratePlan ）がつくられ、そ
れをまとめたプロビンス（州）開発計画および州公共投資プロ グラムがつ くられる。
後で詳しく述べるがカンボディアの地域計画策定にあたっては地域レベルでの参加型計画と国 と
しての計画の整合性を両立する計画策定プロ セスが規定されている。
上記をまとめたものが表1.1 であ る。
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カンボディアにおける計画の体系
心~ ―--懇し 5ヵ年計画 3ヵ年投資プログラム
国の計画 国 社会経済開発計画 公共投資プログラム
地域計画
州 州社会経済開発計画 州公共投資プログラム
市 町 村 市町村社会経済開発計画 市町村公共投資プログラム
出典：筆者作成4
）地域計画の主体とその役割6)
表1. 口こ示したようにカンボディアにおいては、計画の主体として国、プロビンス（州）、コミュー
ン（市町村）の3 つがある。
（国）
国は国自体の計画を作成する機能と地域計画の指導を行う機能の2 面がある。国の第2 次社会経
済開発計画の策定にあたっては
・計画策定に先立って全国的な社会状況調査である「全国貧困状況調査」を実施
・国民の大半が非識字であることを考慮し直接の意見聴取に代えて、いくつかの選択された市町
村における検討グループの設立などの手段の活用
・政府部内における省庁間のワーキンググループによる検討、調整
・NGO 、国際機関など多様な関係者を含むワークショップの実施
などにより計画を策定した。
地域計画に関して国は指導を行う立場にある。このため副首相をトップとし関係閣僚を構成員と
するNCSC （NationalCouncilforSupportCommune ）が設立された。この委員会の下に、閣僚を
長とする5 つの小委員会（計画、財政、市町村界、行政管理、研修）が設立された。これらは計画
省計画総局が事務局を務めており、計画総局長は計画小委員会の専任委員を務めている。この小委
員会は順調に機能しており、計画策定の手順、ガイドラインの策定、研修の実施を行っている。 ま
た国はコミューン（市町村）における計画策定のための社会経済データの収集、提供を行う。
（プロビンス（州））
プロビンス（州）は自ら独自の計画を策定はしないが以下の重要な機能を果たす。
・研修などを通じてコミューン（市町村）が計画を策定することを支援、指導
・国の計画などをふまえ州自ら行う事業については州の各部で計画案を策定
・コミューン（市町村）段階で策定した計画案をディストリクト（郡）段階で集約、調整する。
この段階で州の各部で作成された計画案、外部の援助機関などの意向も集約され、郡統合計画
とされる。
・郡統合計画を更に集約し、州開発計画／州投資プログラムとして取りまとめる。
・これらのプロセスに対して州知事を委員長とするPRDC （ProvincialRuralDevelopmentCom-mittee:
州地方開発委員会）が意思決定機関として機能する。これらのプロセスに州計画部を中
心とした州政府職員がたずさわる。
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（コミューン（市町村））
コミューン（市町村）は地域計画策定の中心となる。詳細は後で述べるが以下の役割を果たす。
・ガイドラインをふまえ計画原案を作成する。
・コミューン（市町村）を構成しているヴィツレジ（集落）における集会での討議を踏まえ地元
の意向を踏まえたコミューン（市町村）計画案を作成する
・コミューン（市町村）計画案をディストリクト（郡）段階での集約、調整によりすりあわせコ
ミューン（市町村）計画として確定する
・コミューン（市町村）計画の実施を行う。
以上の役割分担と連携によりカンボディアの地域計画が策定される。
2 。 カ ンポ デ ィア に おけ る社 会 経 済 開発 計 画 と地 域計 画1)
社会経済計画の概要
上に述べたとおりカンボディアにおける現行の社会経済計画は第2 次社会経済開発計画2001-2005(SEDPII)
である。1996年に策定された第1 次社会経済開発5 か年計画1996-2000を引き継ぎ2002
年に策定されたこの計画は計画の内容を戦略が明確となるよう総論である本編と各論である13
の附編に再構成したこと、計画の策定の方法や経緯、計画の評価と実施などを重視したことが特徴
である。本計画は現在進行中であり詳細な状況は明らかではないがカンボディア政府担当責任者7)
からのヒヤリング結果ではおおむね計画通りの進行であるとのことである。
計画は総論としての本編と具体的な施策を示す附編からなっており、その内容は下表のとおりで
ある。
表2.1 第2 次社会経済開発計画2001-2005の内容構成
本 編
第1 部 ヴィジョン（計画のプロセスと開発ヴィジ3 ン）
第2 部 目的（開発への挑戦一人口と貧困削減／国家開発目標）
第3 部 戦略（国家の経済成長と民間部門の開発）
第4 部 政策（意思決定のための広範囲な指針）
附 編
I. 第1 次社会経済開発計画（2001-2005 ）、2. 人口と貧困、3. ガバナンスの環境、4. マクロ経
済フレームワーク、5. 農業 と地方開発、6. 自然・文化ツーリズム、7. 鉱工業、8. 貿易政策お
よび金融セクター開発、9. 社会資本および公益事業、10. 教育、11. 保健、12.HIV/AIDS 、13.
計画の実行と評価
出典:SECONDFIVEYEARSOCIOECONOMICDEVELOPMENTPLAN2001-2005 より筆者作成
また、開発の基本的目的としては3 つ、すなわち1.
貧困者にも寄与しうる広範な経済成長2.
社会、文化の開発及び3.
天然資源の持続的利用と適切な環境管理をあげている。さらに、これらを達成する基礎として
統治の改革をあげている。
また、本計画の策定にあたっては参加を重視しており、第1［目の国民の参加による「全国貧困状
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況調査」を行うとともに、計画策定に多くの関係者の参加を得ている。2
）社会経済計画の中での地方分権と地域計画の位置づけ
現行の第2 次社会経済開発計画2001-2005においては地方分権が大きな戦略の一つにあげられて
いる8)。本計画においては地方分権により地域の意思がその地域の開発戦略の作成とともに国の経
済成長戦略の実施に反映されることにより、より効率的な行政が行われると認識しており、このた
めにあらたに選出されたコミューンカウンシル（市町村議会）が地域に密着した社会資本整備や貧
困者を重視した計画の策定、サービスの提供が行えるようにするとともに財政的な自立にも配慮す
ることとしている。また、コミューンカウンシル（市町村議会）が適切な行政を実施し貧困者に配
慮した政策を実施するよう支援と監視の仕組みをつくることが重要だとしている。そのような仕組
みなしでは一部の有力者による近視眼的な行政がなされるおそれがあるとしている。
本計画の中では、地方分権の推進により国の計画システムも修正される必要があると指摘されて
いる。新たな自治体によりこれまでの中央集権的縦割り的な国の計画策定システムから分権的多層
的で複合的な計画システムになると考えられている。これは口- ツプダウン」でもなく「ボトムアッ
プ」でもない計画システムである。中央政府、中央政府以外の諸機関および地方政府機関の間の戦
略的パートナーシップと契約に基づく協定により改善された調整と合意というメカニズムを踏まえ
た開発が進められる事となる。
このため本計画9）においては、政府は市町村の権限の明確化とともに財政的な分権化を図るため
市町村行政法により規定されている適切な財政移転システム10)の設立をすすめることとされてい
る。同時にコミューンカウンシル（市町村議会）の参加型計画策定、地域の経済開発や天然資源の
管理の促進とともに予算策定やプログラムの実施といった能力の開発が重要である。
また本計画川 の中では法的な枠組みの確立、行政と財政の分権の連携の確保および地方レベルの
管理・人材資源の開発における政府の達成目標が示されている。
以上に述べたようにこの第2 次社会経済開発計画2001-2005においては地方分権が重視されてい
るが同時に国としての方針との整合性をふまえた国による統制も示されており、国主導の一歩ずつ
の分権化と理解される。
3 。 カ ンボ デ ィ アに お け る地域 計 画 のガ イ ド ライ ン1)
地域計画ガイドラインの概要(
ガイドラインの種類)2.
に述べたように国、地域の計画ともに5 ヵ年計画と3 ヵ年投資計画があるが、5ヵ年計画につい
ては後で例を示すように2001年から2005年の計画であり、州開発計画も州政府がまとめたものであ
り現在の分権システムが確立する以前のものである。
現在の分権システムにのっとって策定された計画は3 ヵ年投資計画であり、そのためのガイドラ
インが作られている。このガイドラインには2 つのものがあり英文名12)で
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である。前者はコミューン（市町村）において計画を策定するためのものであり、Coordinators と
し ては場合によるがコミューン （市町村）の長やコミューン（市町村）の予算・計画委員会 （BPC ）
の委員を想定している。
後者 はコミューン（市町村）レベルの計画をプロビンス（州）や外部の援助組織などと調整する
段階のものでプロビンス（州）の機能 とされている。
（ガイドラインの実施の仕組み）
これらのガイドラインはコミューン（市町村）開発計画策定のための2002 年2 月計画省・内務省
共同告示第98 号第10 項 をふまえ策定された ものである。上記I. はこれをうけて2003 年7 月計画省
告示150 号としてコミューン（市町村）3ヵ年投資計画策定のため計画省ガイド ラインとして策定さ
れた。2. はこのガイドラインをうけ2003 年9 月に郡統合計画策定のためのガイドラインとして策
定された ものである。
国は地域計画のためのガイドラインを策定する。 またこのガイド ラインの適用13)についてTOT
（TrainingofTrainer ）というプロ グラムで研修の指導者を研修しその指導者 がさらに実際の計画
にたずさわる人 の研修をおこなうシステムで実際に担当する州の計画担当者に対する研 修をおこな
う。州の計画担当者はこれを受け、 さら に市町村 に対して実施のための研修を行っている。市町村
の研修受講対象は各市町村の選挙でえらばれた市町村長 （議長）、第1 副市町村長 （第1 副議長）、
第2 副市町村長（第2 副議長）および各市町村議員ならびに内務省から派遣された実務担当責任者
である市町村書記である。
ここで、計画策定、実施のための組織 についてタケオ、コンポンチ ャム州の例をふまえ整理して
お く14)。
○州地域開発委員会（PRDC:ProvincialRegionalDevelopmentCommittee ）: 州知事をトップ と
し、州政府幹部、郡長、市民団体代表、NGO 代表などで構成。本計画など州 の地域開発の決定機
関。 ただし、多数（例えばタケオ州で は70人）であり実質的議論 の場で はない。
○州地域開発委員会常任委員会（EXCOM:ExecutiveCommitteeofProvincialRegionalDevelop-mentCommittee
）:州知事 をトップ とし州副知事、計画部長、財政部長、農業部長、地方開発部長、
水資源部長、女性問題部長で構成。州政府内の実質的な検討の場。州の計画案はまずこの場で議
論、調整される。EXCOM の事務局が計画策定 の実務を行う。コンポンチ ャム州では130名の職員
がおり、38 名が計画部、残りが州政府各部からの出向者である。
○州計画調整チーム（PFT:ProvincialFacilitativeTeam ）:州政府に設置され郡レベルの計画策定
の支援、調整を行う。職員各人1 郡を担当する。
○郡計画調整チ ーム（DFT:DistrictFacilitativeTeam ）: 各郡に設置され市町村における計画策定
の支援、調整 を行う。職員 は各人3 市町村 を担当する。
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○市町村予算・計画委員会(BPC:BudgetandPlanningCommittee): コミューン( 市町村) の予
算および計画策定組織。構成員は市町村長( 議長)、議員、書記、集落代表【各集落男女各 】名計2
名)、市町村の有識者など。2)
市町村のためのガイドライン(
検討対象のガイドライン)1)
でのべたようにここでばTECHNICALGUIDELINEFORCOORDINATORSOFTHETHREE-YEARROLLINGCOMMUNALINVESTMENTPROCESS"
について検討する。(
ガイドラインの性格・目標)
上述のとおりこのガイドラインは制度にのっとった公式的なものであると同時に全国一律の制度
である。特に、3ヵ年投資計画は毎年更新されるローリング計画である。したがって調査時点(2003
年9 月)では2003-2005年計画が実施中であり、2004－2006年計画の策定準備中であった。このよう
なローリング計画であるため毎年計画を策定すること、実際の予算配分と直結するためより現実的
な計画とすることが必要となる。このようにこのガイドラインの目標は「3ヵ年投資計画」の策定と
明確である。(
ガイドラインの構成)
本ガイドラインは2 部からなっている。第1 部は「3 ヵ年投資計画」の様式および記載内容および
事例である。第2 部はIIステップに分けた計画策定プロセスと各プロセスの詳細な内容である。
本ガイドラインにおいては表3.目こ示す内容を3 ヵ年投資計画として策定することとしている。
さて上述のとおり本ガイドラインにおいては11ステップに分けて計画策定を行うことを規定して
いる。各ステップの概要については後で述べるがこの11ステップとは表3.2 に示すとおりである。
表3.13 ヵ年投資計画の内容
緒言
序
地図
第1 章 市町村の開発状況 a。 経済b.
社会c.
天然資源および環境d.
行政サービスおよび安全c.
女性問題
第2 章 当面の目標と投資戦略a. 当面の目標b.
投資戦略
第3 章3 ヵ年投資プロジェクトa. 市町村3ヵ年投資プロジェクト表b.
財源毎投資予算表
付属資料
出典：TECHNICALGUIDELINEFORCOORDINATORSOFTHETHREE-YEARROLLINGCOMMUNALINVESTMENTPROCESS
より筆者作成
金子： 発展 途上国 にお け る地域 開 発 のガイド ライ ンの提 案 に関 す る研 究 （そ の2)
－ カン ボデ ィアに お ける参 加型 地域計 画ガ イド ラ インの 事例 研究 一
表3.2 計画策定のH ステップ
ステップ
ー
ステップ1
ステップ2
ステップ3
ステップ4
ステップ5
ステップ6
ステップ7
ステップ8
ステップ9
ステップ10
ステップ11
実 施 内 容
市町村における課題と要請の整理
各集落における住民集会と討議
市町村における課題と要請に対する解決策と優先順位の設定
投資の目標と戦略の設定
投資対象のプロジェクトの設定
投資財源の検討
優先投資プロジェクトの設定
郡統合計画策定会議における討議
市町村における投資プロジェクトの最終選定
市町村3 ヵ年投資計画書案の作成
市町村3 ヵ年投資計画の承認
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より筆者作成
(ガイドラインとしての特徴)
本ガイドラインとしての特徴は次の5 点と考えられる。すなわち、
・草の根レベルの重視と国の調整、指導
・計画策定過程への外部支援グループの参加
・標準化された11ステップの手順一ステップ・バイ・ステップの計画策定
・各ステップ毎の実施内容と成果の詳細な規定－プロセスと手法を同時に示す
・合理的だが適用容易な手法の採用
①草の根レベルの重視と国の調整、指導
前述のとおり本ガイドラインはコミューン( 市町村) レベルの状況をふまえた草の根レベルの課
題や要請をベースとした地域開発を志向している。しかし、一方でその計画策定においては、ガイ
ドラインの適用を制度化しそのための指導を行い、さらに州のイニシアティブによる調整や最終的
な承認の仕組みを組み込んでおり、ボトムアップでもトップダウンでもない計画プロセスになって
いる。
②計画策定過程への外部支援グループの参加
カンボディアにおいては市町村は独自の財源を持たず、また国も十分な財政支援を行いうる財政
状況にはない。地方財政の仕組みについてはここでは示さない15)が各市町村には毎年7000～10,000
ドル相当の予算および市町村の状況により追加される2000～3000ドル相当の予算しかない。これは
小学校1 校の建設費用にも満たない16)。
したがって、投資に関しては外部資金の導入が不可欠となる。このため、NGO や国際機関などと
計画策定段階から十分調整することが実効性のある計画づくりに不可欠となる。
③標準化された11ステップの手順一ステップ・バイ・ステップの計画策定
表3.2 に示すとおり計画策定は標準化された11ステップの手順によっている。このように計画策
定の流れを細かく分けステップ・バイ・ステップで着実に計画づくりができるようにしていること
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がこのガイドラインの特徴の一つである。
④各ステップ毎の実施内容の詳細な規定－プロセスと手法を同時に示す
本ガイドラインは可能な限り具体的に内容を示すようにしている。したがって、各ステップにお
いて実施すべき内容も詳細に規定されている。例えばステップ 目こついてその項目を示すと、1.1
ねらい、1.2 期待される成果( 例えば当該市町村の抱える課題、要請のリストおよびこれらを示し
た地図を作成し、これらにより集落の代表者が集落の集会で議事進行、調整がはかれるようになる)、1.3
場所、1.4 期間、1.5 必要なもの(例えば大きいサイズの紙、マーカーなど)、1.6 参加者と
その役割( 市町村議長が司会、市町村書記が記録係りなど。)、1.7 作業手順(a. 当該市町村に関
する情報をふまえた分析、b. 課題と要請の抽出、c. 集落毎の集会に備えた集落代表の研修一モデ
ル集落における試行など) であり、各々について具体的に示している。このようにすることで計画
策定プロセスと同時に用いるべき手法も示している。
⑤合理的だが適用容易な手法の採用
本ガイドラインにおいては各ステップにおいて
「需ラ 劃 →湖 聶 ‾頭 司 →「‾雨暖畔 絹 づ‾海飛呵
というプロセスを想定している。後で示すステップ3 のみ簡単な数量化の方法が示されており他
は図表による集約をふまえ決定するものが多い。そのかわり、整理しやすい表が示されている。本
ガイドラインにおいては示されたプロセスは合理的な流れであるが、特に高度な訓練やコンピュー
タを必要とする手法は示していない。この意味で合理的だが適用容易な手法の採用ということも特
徴と言える。(
ガイドラインの主要なトピック)
以上に本ガイドラインのガイドラインとしての特徴を述べたが、それらを具体的にみるために本
ガイドラインの中での主要なトピックと考えられるものを示す。
○計画一標準計画案の例示
上述のとおりガイドラインの第1 部においては「3 ヵ年投資計画」の様式および記載内容および事
例があげられている。その内容は表3.1 に示した。この中では具体的な記述事例をあげており容易な
作成が出来るようにしている。ただしあくまで例示でありこのまま使ってはいけないとの注意書き
があるが。
○ステップ2 －各集落における住民集会と討議
本ガイドラインのステップ2 において、各市町村の全集落において全世帯の代表者の参加による
住民集会を開催し、そこにおいて討議を行い問題点や要請の指摘とその解決方策の検討を行うべき
ことを規定している。このことにより世帯レベルではすべての国民が計画に参加することになる。
その他、少数民族が居住している集落においては必ず少数民族が参加することを規定している。
○ステップ3 －市町村における課題と要請に対する解決策と優先順位の設定
本ガイドラインのステップ3 ではプロジェクトのプライオリテイを決定することを規定している
が、ガイドラインではその決定手法を具体的に示している。すなわち、提案された各プロジェクト
金子：発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究（その2）
－ カンボディアにおける参加型地域計画ガイドラインの事例研究－ 35
を表に整理し、表に示された方式により各プロジェクトに得点をつける方法、この得点を高、中、
低の3 段階のプライオリティにわける2 つの手法などが示 されている。計画のプロセスとあわせて
具体的な方法論 を示していることが特徴であ る。
○ステップ6 －投資財源の検討
カンボディアにおいては市町村の開発のために十分な財源を確保することが困難である。 そこで
市町村のもつ問題や要請をふまえてプロジェクトをリストアップした段階で財源についての検討を
行う。不十分な場合は外部 も含めた財源の検討を行うべきことを規定し ている。
○ステップ8 ―郡統合計画策定会議における討議
詳細 は3 ）において示すが、郡統合計画策定会議において市町村からの計画の提示、州レベルの
計画の提示、外部の組織の支援の表明などにより、郡レベルで計画が統合される。 それが郡統合計
画 （DIP:DistrictIntegrationPlan ）であ る。 このDIP 作成 は州 のイニ シアティブで行 われる。
○ステップH 一市町村3 ヵ年投資計画 の承認
上記の各ステップを経て策定された計画案は検討のために州知事 に送 られる。 これは既存の法規
や方針との整合性を確保するために行 われる。州知事は州の関係各部に対して意見を提出するよう
要求することが出来る。この検討 は45日以 内に行われる。州の市町村に対する勧告は「指示」 とし
てなされこれをうけた議論が行わ れる。各市町村においては、計画を各集落の集会において説明し
必要な意見を徴する。それをふまえて市町村議会の議決 により決定する。
このように州、市町村両方の公式的 な手続きを経て市町村3 ヵ年投資計画が承認されることとな
る。3
）州政府のためのガイドライン
（検討対象のガイドライン）O
でのべたようにここでぱGuidelinesfortheDistrictIntegrationProcessfortheyear2003"(Unofficialtranslation
）について検討する。
（ガイドラインの性格・目標）
上述のとおりこのガ イド ラインは制度 にのっとった公式的 なものであると同時 に全国一律の制度
である。このガイド ラインは2004-2006 年の3 ヵ年投資計画策定のためのもので、市町村、州、NGO
や援助機関が一同に会し計画を基本的に決定する郡統合計画（DIP:DistrictIntegrationPlan ） を
策定 するためのガイドラインである。 すで に述べたようにこのDIP の策定 は州 の責務とされてい
る。したがって、このガイドラインは州以外 にも市町村、NGO や援助機関にも関係するが州のなす
べきこ とが規定されてい るという意味でここでは州政府のためのガイドラインとしている。 また、
州政府内部でおこなうべき業務内容 もこのガイドラインで規定している。
（ガイドラインの構成）
本ガイドラインにおいては計画策定 を目の業務 に分 けて示している。各ステップの概要について
は後で述べるがこの11 の業務 とは表3.3 に示すとおりである。
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表3.3 計画策定のH の業務
業務
一
業務｜
業務2
業務3
業務4
業務5
業務6
業務7
業務8
業務9
業務10
業務H
業 務 内 容
市町村が提案する開発プロジェクトの確認とDIW の準備
郡統合計画策定に関連する情報の検討
分野毎の優先順位リストの準備
配分される予算等の検討DIW
スケジュール検討会議
提案された郡内優先プロジェクト総括表作成
提案された優先プロジェクトの分析DIW
の実施DIW
の実施結果の文書作成
契約準備
郡統合計画書作成
出 典:GuidelinesfortheDistrictIntegrationProcessfortheyear2003"(Unofficialtranslation)
よ り筆 者 作 成
（ガ イドラインとしての特徴）
本ガイド ラインとしての特徴は次の5 点 と考えられる。 すなわち、
・州、市町村、NGO や援助機関の参画による計画策定を規定していること
・州政府部内の業務内容 も規定
・タイムスケジュールが規定されていること
・各業務で達成すべき成果が具体的に示されていること
・特にDIP を決定する郡統合計画策定会議（DIW:DistrictIntegrationWorkshop ）については
議事進行 まで含めた詳細 な内容が規定されていること
①州、市町村、NGO や援助機関の参画 による計画策定を規定していること
市町村開発計画の項で述 べたが郡統合計画も州、市町村、NGO や援助機関の参画による計画策定
を規定していること。図3.1 参照
②州政府部内の業務内容も規定
上記II の業務のうち業務3 、4、6（郡単位）、9、11 は州政府の内部のとりまとめ作業あるい は決定
手続きを規定している。
③タイムスケジュールが規定されていること3
ヵ年投資計画は毎年ローリ ングされる。すなわち次の3 ヵ年計 画の初年度 は翌年度 となるため
予算策定のスケジュールと整合を取 る必要がある。カンボディアの会計年度 は1 月から12 月である
ため、このためこのガイドラインで は最終的に郡統合計画（これを合わせた ものが州開発計画であ
り、州 の投資予算となる）は12 月末 までにできていなければならない。 そのことから郡統合計画策
定会議 は10 月中旬以降H 月末 までに終了 するように規定している。この準備である業務1 ～7 は10 月
中旬 までに終了する、作業期間を考 えこの一連のプロ セス出発であ る業務1 は8 月中句の開始 と規
定してい る。
④各業務で達成 すべき成果 が具体的に示されていること
金子：発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究
一 カンボディアにおける参加型地域計画ガイドラインの事例研究
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市町村開発計画策定ガイドラインと同様、表などの様式を示し各業務で達成すべき成果が具体的
に示されていること
⑤郡統合計画策定会議については議事進行まで含めた詳細な内容が規定されていること
本ガイドラインの中心はいかに郡統合計画策定会議を適切に運営し、整合性の取れた計画を策定
するかである。このため業務8 においては詳細な内容が示されている。すなわち、この会議は4 つ
の議事より構成されているとして
第1 部 開会
第2 部 討議のための提案説明
第3 部 各提案に関する討議
第4 部 とりまとめおよび閉会
第1 部においては開会、郡長、州知事または副知事あいさつおよび州計画部から会議の主旨およ
び得るべき成果についての説明、第2 部においては市町村、州関係各部およびNGO 、援助機関によ
る提案説明が行われ最低45分はかけるよう規定されている。また、具体的な2 つの手法を挙げてい
る。第3 部は討論の進め方を同じく2 つの手法で示している。なおこの段階で市町村の提案に対し、
図3.1 郡統合計画策定の概念図
NGO/援助機関
州
郡
市町村
郡統合 計画 策
定会議（DIW）
出典:GuidelinesforthedistrictIntegrationprocessfortheyear2003 より筆者和訳
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州、NGO あるいは援助機関から支援の申し出があったものにつき仮合意書を作成するよう規定さ
れている。仮合意書には援助を行う機関、市町村の各代表とともに立会人として郡長、州計画部が
サインすることとしている。第4 部は総括表の形でのとりまとめおよび郡長による閉会のあいさつ
で終了するとしている。この会議は通常は1 日で終了するが場合によっては2 日にわたることも想
定している。
4 。 カ ンボ デ ィアに お け る地 域計 画 の 実際I
）計画策定の実際
以上に述べたようにカンボディアにおいては地域計画として州レベルでは5 ヵ年計画と3 ヵ年投
資計画、市町村レベルでは3 ヵ年投資計画が作られている。州レベルの計画は市町村レベルの計画
と国や州の政策を調整して策定されており州独自の計画ではない。ただし2001-2005年の5 ヵ年計画
については地方分権が制度化されていない段階のものであるため国の計画を州段階にブレークダウ
ンした中央集権的な国の計画の地方版となっている。
州レベルでの地域計画策定の実際について2003年9 月にタケオ州計画部長およびコンポンチャム
州計画部長17)よりヒヤリングをおこなった。ここでは詳細は示さないが結論としては、
・ガイドラインにしたがって計画を策定していること。そのために州政府は多くの職員を投入し
ていること
・市町村が計画を策定するために研修などの支援に力を入れていること
・予算の制約が大きく必ずしも計画が実施と結びついていないこと
・2001-2005年の5 ヵ年計画については地方分権が制度化されていない段階のものであるため中
央集権的なものとなっていること
が明らかになった。タヶオ州においては5 ヵ年計画である「タヶオ州開発計画2001-2005 」および3
ヵ年計画である「タケオ州開発投資プログラム2002-2004 」の英訳版を入手した。以下限られた
事例であるがこれらの計画についてみていくこととする。2
）計画事例
（タヶオ州開発計画2001-2005 ）
タヶオ州開発計画（Provincia!DevelopmentPlan2001-2005TakeoProvince ）"）は国の第2 次社
会経済開発計画（SEDPII200 ト2005 ）''）をふまえてタヶオ州によって策定されたものである。その
内容は「第1 部 州の社会経済現況」と「第2 部 州開発の枠組2001-2005 」に分かれている。国
の計画をふまえたものであるが内容、構成は限られたものとなっている20)。
第1 部においては州の社会経済現況として以下の項目が示されている。
・地理と行政構造
・人口、世帯
・識字と教育
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・地域の経済
・保健、水供給、衛生
・農畜産
・出稼ぎ
この内容については後で述べるが各市町村単位でデータが収集されておりそれに基づいて図表の形
で整理し、それをふまえた考察を行っている。ここでは詳細は述べないが、タケオ州の概要として2000
年のデータでは
・人口 約83万人 世帯数 約15万（したがって1 世帯あたり約5.4人）
・面積 約3600平方キロ（したがって人口密度は232 人/平方キロ）
・行政として10 郡100市町村1162集落
となっている。ちなみに人口のうち15歳未満が約43% 、65歳以上が約7 ％である。
第2 部においては州の2001年から2005年の間の州開発の枠組みについて示している。その内容と
しては
・州開発の展望
・州開発のポテンシャルと制約条件
・州開発の目標
・州開発の戦略
・国境地域の開発
となっている。国の社会経済開発計画においては附編としてはいるが具体的な経済フレームや社会
開発の目標を示した上で各部門ごとにとるべき政策を詳細に示しているが、州開発計画においては
必ずしもそのブレークダウンにはなっていない。以下特徴的な項目について述べる。
州開発の展望としては望まれる姿として「食料、保健、教育が確保されること、同時に人々が法
や人権をまもり女性問題に留意し安全に暮らす。お互いに連帯し、宗教や自然環境に配慮して幸せ
に暮らす」としている。
このタケオ州は自然条件に恵まれるとともに交通も便利であること、NGO などの支援も行われ
ていることなど好条件にあるとしている、一方で州の開発を進めるための人材が欠けていること、
インフラが十分でないことなどがネックとなっており、基幹産業である農業においても市場に出す
ほどの生産ではない。またNGO などの支援も行われているが十分なレベルではないといった問題
が指摘されている。
州開発の目標と戦略には相互に対応した21にのぽる項目があげられている。これを整理すると
・行政能力の向上に関するもの7
・社会開発に関するもの（保健、福祉、教育、女性問題、宗教）5
・産業開発に関するもの（農業、観光）4
・社会基盤整備に関するもの3
・情報基盤整備に関するもの（テレビなど、郵便）2
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・NGO との連携に関するもの1
ただし、これらは相互に関連すると考えられるが特に体系化ははかられておらずまた具体的な目標
値は示されていない。また戦略についてもとるべき具体的な施策は示されていない。
なお前述のとおりタケオ州は国境沿いの州である。州内の国境沿いの郡は洪水により水没する地
域であること、道路などインフラが未整備であることなどがあり州内でも課題の多い地域であるこ
とから隣国とも協調した開発をすすめる目標を立てている。(
タケオ州開発投資プログラム2002-2004)
タケオ州開発投資プログラム2002-2004(ProvincialDevelopmentInvestmentprogram2002-2004Takeoprovince)^^)
はタケオ州によって作成された2002年から2004年までの3 ヵ年のタケオ
州のローリング開発投資プログラムである。このプログラムは同時に2002年度予算にもなっている。
このプログラムは毎年作成される。
その内容は3 部からなっており、「第1 部 概要」「第2 部 市町村投資プログラム」、F第3 部 各
部の投資プログラム」および「第4 部 公共投資プログラム2002-2004 」である。
「第1 部 概要」は上に述べたタケオ州開発計画2001-2005および2001年の投資実績、2002-2004
年投資計画の総括である。ちなみに2001年のタケオ州の開発投資予算は約5.4百万ドル(1 ドル＝110
円として約6 億円)このうち国連食料計画によるものが41% 、EU の援助が22％となっている。また
州政府実施のものでも資金は国際機関などによるものが多い。このためカンボディア政府資金によ
るものは23％しかなく残 卵・よNGO や国際機関などの支援によっている。2002-2004年の3 年間の投
資総額を約26.0百万ドルと想定しているがそのうち継続が2.1百万ドル、財源が確定したものは11.6
百万ドルであり、全体の約半分を占める残りについてはプロジェクトとしてあげられているが財源
は確保されていない。
「第2 部 市町村投資プログラム」とは市町村単位で行われる小規模プロジェクトに対する支援
である。また、市町村単位で計画、実施ができるよう州、郡における調整員の養成が行われ、さら
に選ばれた市町村を対象として市町村開発委員会(CDC:CommuneDevelopmentCommittee 地方
自治制度が確立するまでの市町村の開発計画調整実施組織) のメンバーに対する能力向上のための
研修が実施された。
さてこの市町村投資プログラムは10郡100市町村すべてに行われるのではなく、対象をしぼって実
施している。ちなみに2001年度は2 郡の5 市町村に対して合計6.2万ドル( 約700万円)、2002年度は
大幅に拡充されて9 郡35市町村に対し30.1万ドル(約3300万円) が交付されている。この他郡統合計
画策定会議における関係者間の調整をふまえ市町村の投資プロジェクトに対し州政府関係各部、NGO
などの支援が行われるとともに地域住民の労力や資材の提供も行われている。
「第3 部 各部の投資プログラム」とは州政府の部毎の投資プログラムである。各部が計画した3
ヵ年の投資プログラムのうち、継続、新規だが財源が確保されたもの、財源については検討中で未
確定であるが優先度の高いもの( 優先プロジェクト) の3 つの区分のものをとりあげている。例え
ば州農林水産部は特に食料確保や貧困削減のための農業セクターへの支援を行うなどとして、合計
金子 ：発 展途上 国 におけ る地 域 開発 のガ イドラ イン の提案 に関 す る研 究（ その2 ）
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13プロジェクトをあげており、2プロジェクトが継続、2プロジェクトが財源が確保された新規プロ
ジェクト、残り9 がここでいう優先プロジェクトである。これらに対して国(農林水産省)、NGO 、
国際機関などの財源を検討している。
「第4 部 公共投資プログラム2002-2004 」においては州政府各部、NGO 、国際機関毎に2002-2004
年の3 ヵ年のタケオ州に対する公共投資プログラムを詳細に示している。その合計はすでに述
べたように約26.0百万ドルで約半分の12.4百万ドルの投資を初年度である2002年に予定している。CAMBODIABYPROVmCE
Thaiiand
LaoPDR
図4.1 カンボディアの各州
注：本図は各州の位置を示す概念図で縮尺は正確ではない
出典:“CAMBODIASTATISTICALYEARBOOK2001"NATIONALINSTITUTEOFSTAIS-TICS,MINISTRYOFPLANNING2001
より転載
5 。 カ ンボ デ ィア にお け る地 域 計 画 の デ ータ
地域計画のためにはデータが必要である。どのようなデータが入手可能かにより計画の内容、方
法が規定される。社会経済データには積み上げにより得られるものもあるが一方で全国ベースの資
料から推計されるもの、サンプリング調査により得られるものもある。したがって定量的なデータ
については全国ベースのデータのほうが市町村単位よりも多様なデータが入手できる22)。以下カン
ボディアにおける地域開発に関連するデータの項目について全国ベースと地域レベルに分けて示
す。なお、個々の結果については紙面の関係で省略する。これらの統計や調査の実施、公表にあたっ
ては国際機関の支援を受けている23)。
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1) 全国ベースのデータ(
社会経済統計)
カンボディアにおいては政府に計画省統計院24)国の統計および関連調査を実施している。総合的
に毎年の社会経済統計をとりまとめたものが“CAMBODIASTATISTICALYEARBOOK" とし
て公開されている。その最新版である2001年版25)には次の項目が示されている。1. 人口、2. 労働
および賃金、3. 教育、4. 保健、5. 住宅および設備、6. 所得および支出、7. 農業、森林および
漁業、8. 産業、9. 電力、10. 運輸通信、n. 観光、12. 投資、13. 金融、14. 財政、15. 物価およ
び為替レート、16.外交貿易および対外収支、17.国民経済計算。なお国民経済計算については1993
年から2001年までの時系列データも公表されている26)。
人口関係については1998年に内戦終了後初めての国勢調査が行われた。その結果については1999
年にとりまとめ、公表がなされている27)。この国勢調査により全市町村段階での人口状況が把握でき
る。(
社会開発調査)
上記の定期的な統計とは別に1999年に社会経済計画の基礎となるカンボディア社会経済調査が実
施され結果が公表されている28)。この調査はカンボディア全国から600の市町村、各市町村10世帯計6000
世帯の調査である。調査結果は全国および各州毎に取りまとめられている。各州毎に得られる
項目は次のとおりである。 し 人口、2. 世帯、3. 年齢、性別および婚姻状態、4. 識字および教
育、5. 経済活動、6. 人口移動、7. 世帯の設備など( 飲料水、照明、トイレ、調理用燃料)2)
地域レベルのデータ
上述のとおり地域計画においては得られるデータによりどのような内容、方法が規定される。カ
ンボディアにおいてはガイドラインにしたがって地域計画がおこなわれるがそのための定量的な基
礎データは国によって提供される29)。一方対象とする市町村あるいは市町村を構成する集落に関す
る課題や住民の意向といった具体的定性的なデータについてはガイドライン30)にしたがって表お
よび図の形で取りまとめることとしている。ガイドラインにおいてはこれらのデータについての体
系化の方法論について概略を述べている。以下は前者の国によって提供される定量的なデータにつ
いてヒヤリングを行ったタケオ州およびコンポンチャム州についてその項目および具体的な内容を
簡単に述べる31)。
年次および州のちがいにより取りまとめ方には若干の相違があるが基本的なデータの項目は同じ
で、州内各市町村について以下の項目のデータがあげられている。1. 人口、2. 住宅、3. 教育、4.
保健、5. 水供給、6. 交通、7. 農業、8. 生産、9. 家畜、10.商工業、目。家庭用品、12. 人
口移動、13. 地域活動組織
各項目について具体的に示されている内容は表5. 目こ示すとおりである。この表にあげられてい
るデータは元となる情報が各市町村で容易に収集可能なものである。上述の国レベルのデータとし
て公表されているものと比較すると、上述の国レベルのデータのうち1. 人口、3. 教育、4. 保健、5.
住宅および設備、7. 農業、森林および漁業については不完全な面もあるが市町村レベルでも示
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されている。しかし2. 労働および賃金、6. 所得および支出、8. 産業、9. 電力、10. 運輸通信、11.
観光、12.投資、13.金融、14.財政、15.物価および為替レート、16.外交貿易および対外収支、17.
国民経済計算といった金額ベースの経済データが含まれていないことがわかる。
表5.1 カンボディアの地域計画のための市町村データ（各郡毎にとりまとめ）
人口 市町村l 市町村2 － － － － － 平 均 合 計
1 世帯数
2 男性人口
3 女性人口
4 5 歳未満人口（男）
5 5 歳未満人口（女）
6 5－14 歳人口（男）
フ 5－14歳人口（女）
8 65歳以上男性
9 65歳以上女性
10 5－14 歳就学者（男）
H 5－14 歳就学者（女）
12 15歳以上非識字者（男）
13 15歳以上非識字者（女）
14 男性障害者
15 女性障害者
16 15歳未満孤児（男）
17 15歳未満孤児（女）
18 女性が世帯主である世帯数
19 農耕が主たる収入である世帯数
20 自己所有の土地で耕作している世帯数
住宅
21 コンクリート造
22 木造
23 かやぶき
24 220V 電力がある世帯
教育
25 小学校学級数
26 中学校学級数
27 小学校教員数
28 中学校教員数
29 識字学級数
30 幼稚園学級数
保健
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31 保健関係従事者数
32 伝統的保健関係者数
33 伝統的助産者数
34 正規助産者数
35 5 歳以下の乳幼児死亡数（最近12 ヶ月）
36 出産時死亡数（出産後28 日以内）
水供給
37 コンクリート井戸数（通年利用）
38 手掘井戸数（通年利用）
39 ポンプ井戸（通年利用）
40 飲料水貯水槽
41 トイレ数
交通
42 モーターサイクル数
43 トラクター／自動車数
44 馬車／牛車数
45 自転車数
46 手漕ぎボート隻数
47 エンジン付ボート隻数
48 最も近い市場までの距離（Km)
49 最も近い全天候道路（4WD ）までの距離（Km ）
50 最も近い中学校までの距離(Km)
51 最も近い市町村保健センターまでの距離（Km)
農業
52 雨季における水田面積（ha ）
53 雨季における高利用水田（ha)
54 低利用水田（ha ）
55 乾季における濯漑水田(ha ）
56 Chamka 土地の面積（ha)
57 その他の耕地(ha)
58 地雷未処理地
59 濯漑用井戸数
産業
60 米生産量（最近12 ヶ月）
61 とうもろこし生産量（最近12 ヶ月）
家畜
62 非農耕用牛／水牛
63 農耕用牛／水牛
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64 養豚数
65
商工業
66 農業資材店
67 雑貨店
68 小製造所
69 商店
家庭用品
70 テレビ台数
人口移動
71 仕事のために他の地域に移住した人数（男）
72 仕事のために他の地域に移住した人数（女）
地域活動組織
73 無尽グループ数
74 家畜銀行数
75 米銀行数
76 水運搬グループ数
77 濯漑水利利用者グループ数
出典：注10）に示す資料をもとに筆者が作成
6 。事例研究のまとめと評価
1 ）地域計画ガイドライン
本研究においてはカンポディアの地域開発はガイドラインにしたがって実施されていること、ガ
イドラインには市町村を対象としたものと州政府を対象としたものがあることを述べ市町村計画の
ガイドラインは以下の5 項目の特徴があることを示した。すなわち、
・草の根レベルの重視と国の調整、指導
・計画策定過程への外部支援グループの参加
・標準化されたH ステップの手順一ステップ・バイ・ステップの計画策定
・各ステップ毎の実施内容と成果の詳細な規定－プロセスと手法を同時に示す
・合理的だが適用容易な手法の採用
また州政府のガイドラインは以下の項目が特徴であることを示した。
・州、市町村、NGO や援助機関の参画による計画策定を規定していること
・州政府部内の業務内容も規定
・タイムスケジュールが規定されていること
・各業務で達成すべき成果が具体的に示されていること
・特にDIP を決定する郡統合計画策定会議（DIW:DistrictIntegrationWorkshop ）については
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議事進行まで含めた詳細な内容が規定されていること
この各々の内容については既に述べたとおりである。
かつてのトップダウン型地域計画と異なり現在の地域計画においては計画のプロセスや地域のイ
ニシアティブ、内容的には環境および社会経済的な持続性が重視される32)。したがって、地域計画の
ガイドラインを考察するには大きく分けて以下の項目が重要であると考えられる。
・計画策定のプロセス
・計画で決定すべき形式・内容
・計画策定のための手法とデータ
これに加えてガイドラインの外であるが計画の法的位置づけが重要である。
「計画策定のプロセス」とは具体的にはガイドラインにおいて以下の項目が確保されるよう示さ
れていることである。すなわち、
・プロセスそのものが合理的か
・地域住民の参加が確保されたプロセスになっているか
・上位計画や関連計画と整合をとる仕組みがあるか
・計画の実施結果の評価とフィードバックが考慮されているか
・著しい負担なしに適用可能か
「計画で決定すべき形式・内容」とは具体的にはガイドラインにおいて以下の項目が確保される
よう示されていることである。すなわち、
・地域住民に内容がわかりやすい形式
・実施段階や評価と整合性のある形式
・環境および社会経済的持続性が確保されているか
・経済成長と貧困削減の両方に配慮した内容
・実現可能性を重視した内容
「計画策定のための手法とデータ」とは具体的にはガイドラインにおいて以下の項目が確保され
るよう示されていることである。すなわち、
・地域の課題が適切に抽出、解決策が合理的に示せる手法であること
・地域の将来方向が合理的に示せる手法であること
・地域のイニシアティブでの計画策定に適用可能な手法であること
・適用される手法に対応したデータであること
・著しい負担なしに収集整理可能なデータであること
定性的であるが以上の項目をよりどころにしてまずガイドラインについて評価をし、次いで地域
計画の事例、実際のデータについても評価していく。
まず市町村計画ガイドラインについて以下評価する。評価の概要を表6. 目こ示す。
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評 価 項 目 評価 評 価 の 考 え 方
項目1 計画策定のプロセス
プロ セスそのものが合理的か
○
H 段階のステップで計画の手順を整理しており合理的に
進められる
地域住民の参加が確保されたプロ セスになっ
ているか △
全世帯の意見を聴取するなどのプロセスあり
ただし行政が原案をつくり（ステップ 】）それを討議する
（ステップ2 ）は疑問あり
上位計画や関連計画と整合をとる仕組みがあ
るか
○
郡統合計画（ステップ8 ）、州によるチェック（ステップH
）
計画の実施結果の評価とフィードバックが考
慮されているか
△
3ヵ年計画は毎年のローリングでありこの段階で評価、
フィードバックされるが明示的なプロセスはない
著しい負担なしに適用可能か
△
州政府による研修と多くの要員の提供により実施。継続
的に可能かは今後の課題。
計画で決定すべき形式・内容
地域住民に内容がわかりやすい形式
O
ガイドラインに規定する標準的な記述はよく整理され、
わかりやすい構成
実施段階や評価と整合性のある形式
○
具体的な計画内容は表（予算、財源、実施内容）、図（箇
所）で明示。3 ヵ年計画の初年度がそのまま予算となる
環境および社会経済的持続性が確保されてい
るか
△
配慮すべき内容としているが具体的ではない
経済成長と貧困削減の両方に配慮した内容
△
上位計画や関連計画との整合性の中で確保されているが
マクロ的な成長についてはでてこない
実現可能性を重視した内容
△
実現をめざした計画であるが予算の裏づけがないため必
ずしも保障されない
計画策定のための手法とデータ
地域の課題が適切に抽出、解決策が合理的に
示せる手法であること
○
定量的な方法論ではないが討議結果の体系的な整理手法
であり合理的
地域の将来方向が合理的に示せる手法である
こと
×
将来予測については示されていない
地域のイニシアティブでの計画策定に適用可
能な手法であること
○
ブラックボックス化していないので適用可能
適用される手法に対応したデータであること ○ おおむね対応したデータ
著しい負担なしに収集整理可能なデータであ
ること
△
行政データの積み上げであるが国が提供するデータ。た
だし独自性なし。
計画の制度的位置づけ
計画が制度として位置づけられているか ○ 法をふまえた制度にのつとつている
出典：筆者作成
（注）ここでの評価尺度は以下のとおり。
○：十分評価される
△：問題はあるが全くだめではない
×：対応していないあるいは大きな問題がある
次いで州段階のガイドライン（郡統合計画策定ガイドライン）について以下評価する。評価の概
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要を表6.2 に示す。
表6.2 郡統合計画策定ガイドラインに対する評価
評 価 項 目 評価 評 価 の 考 え 方
項目1 計画策定のプロセス
プロセスそのものが合理的か
○
It段階のステップで計画の手順を整理しており合理的に
進められる
地域住民の参加が確保されたプロセスになっ
ているか
△
市町村計画と整合。郡、州レベルでは間接的な参加
上位計画や関連計画と整合をとる仕組みがあ
るか
○
州内の計画検討は上位計画前提
計画の実施結果の評価とフィードバックが考
慮されているか
△
3ヵ年計画は毎年のローリングでありこの段階で評 価、
フィードバックされるが明示的なプロセスはない
著しい負担なしに適用可能か
△
州政府による卿 參と多くの要員の提供により実施。継続
的に可能かは今後 の課題。
計画で決定すべき形式・内容
地域住民に内容がわかりやすい形式 ○ 郡統合計画は州計画、市町村計画のベース
実施段階や評価と整合性のある形式 ○ 表（予算、財源、実施内容）に整理、3ヵ年計画と整合
環境および社会経済的持続性が確保されてい
るか
△
配慮すべき内容 としているが具体的ではない
経済成長と貧困削減の両方に配慮した内容
△
上位計画や関連計画との整合性の中で確保されているが
マクロ的な成長についてはでてこない
実現可能性を重視した内容
△
実現をめざした計画であるが予算の裏づけがないため必
ずしも保障されない
計画策定のための手法とデータ
地域の課題が適切に抽出、解決策が合理的に
示せる手法であること
○
市町村計画との整合性（間接的）
地域の将来方向が合理的に示せる手法である
こと
×
明示的ではない
地域のイニシアティブでの計画策定に適用可
能な手法であること
○
市町村計画との整合性（間接的）
適用される手法に対応したデータであること ○ おおむね対応したデータ
著しい負担なしに収集整理可能なデータであ'
ること
△
行政データの積み上げであるが国が提供するデータ。た
だし独自性なし。
計画の制度的位置づけ
計画が制度として位置づけられているか ○ 法をふまえた制度にのつとつている
出典：筆者作成
（注）ここでの評価尺度は以下のとおり。
○：十分評価される
△：問題はあるが全くだめではない
×：対応していないあるいは大きな問題がある
以上2 つの計画ガイドラインは連動しておりその結果同じ評価となったが総括して述べると
・地域の意見をくみ上げる形での計画策定ができる
一 一 一 一
金子：発展途上国における地域開発のガイドラインの提案に関する研究（その2)
－ カンボディアにおける参加型地域計画ガイドラインの事例研究一 49
・手法やデータもそれとおおむね整合的であること
・同時に上位計画や関連計画との整合性も図られている
・計画プロセスを多段階にわけステップ・バイ・ステップで進める方法は合理的である
しかし
・地域住民のイニシアティブの確保は明確でないこと
・将来計画や経済成長については明示的でないこと
・州政府に大きな負担がかかっているので外部支援がなくても実施可能かは明確ではない
・予算の確保に問題がありほとんどが外部資金なため実現可能性の保証がないこと
があげられる。2
）地域計画の事例
カンボディアにおける地域計画については第4 章2 ）にタケオ州の計画の事例について述べた。
とりあげた計画は「タケオ州開発計画2001-2005」および「タケオ州投資プログラム2002-2004」で
ある。これらの内容についてはすでに述べたところであるが地方分権が制度化される前に策定され
た計画であり上述のガイドラインにしたがって作成されたものではない点に留意する必要がある。
さて一般的に社会経済開発計画においては
・計画の位置づけとねらい
・計画の基本的な目標と戦略
・投資の規模、配分を含む計画のフレーム
・個別分野の政策・計画
・計画策定の方法、経緯
をその基本的な内容としている。この枠組みに照らしてタケオ州開発計画2001-2005を整理し評価す
ると以下のようになる33)。
表6.3 「タヶオ州開発計画2001-2005」の整理・評価
項 目 概 要 評 価
計画の位置づけとねらい 第1 部に州開発の現状を整理
第2 部のI ，2 に州開発の展望および州
開発のポテンシャルと制約条件を示す
きわめて一般論的に示されているがこの
州の特質などをふまえた展望ではない。
計画の基本的な目標と戦
略
第2 部の3,4 に州開発の目標、州開発
の戦略を21項目に整理して示す
各項目については妥当と考えられるが体
系的ではないこと、州のおかれた状況を
ふまえたマクロ的な政策が明らかでない
ことなどの課題がある
投資の規模、配分を含む
計画のフレーム
特に示されていない 計画の将来フレームが示されないため具
体性については明確でない。国レベルの
計画
個別分野の政策・計画 特に具体的な施策は示されていないが特
別な配慮が必要な国境地域の開発につい
ては特記している。
国レベルの計画においては具体的な施策
がしめされているが州レベルではない。
このため国の計画の地方版としても不十
分。
計画策定の方法、経緯 簡単に示されている。ただし会議の写真
などは添付
今後の課題と考えられる。
出典：筆者作成
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以上の結果を総括すると「タケオ州開発計画2001-2005」には基本的な方向は示されているものの
具体的な将来の姿を示していないこと、具体的な施策は示していないこと、現在特に重要と考えら
れる計画プロセスが明示的でないことなどが課題としてあげられる。
同様にして「タケオ州開発投資プログラム2002-2004」についても以下の表に整理評価する。なお
これは上述の5 ヵ年計画である「タケオ州開発計画2001-2005」と同時に策定されている。
表6,4 「タケオ州開発投資プログラム2002-2004」の整理評価
項 目 概 要 評 価
計画の位置づけとねらい 第1 部概要において上記の「タヶオ州開
発計画2001-2005 」が示されている。
5ヵ年計画 と同時に策定された ものであ
り適当と考える。
計画の基本的な目標と戦
略
第1 部概要において上記の「タケオ州開
発投資2001-2005 」が示されている。ただ
し、マクロ的な目標は示されていない。
各項目については妥当と考えられるが体
系的ではないこと、州のおかれた状況を
ふまえたマクロ的な政策（分野を越えた
州としてのプライオリティなど）が明ら
かでないことなどの課題がある
投資の規模、配分を含む
計画のフレーム
以下の個別分野のまとめが投資額および
その配分になっているが州としてマクロ
的なフレームから求められたものではな
い。
州としての必要性とそのマクロ的な効果
が明示的ではない。
個別分野の政策・計画 州および市町村レベルの3 ヵ年の具体的
な投資計画が示されている。 また初年度
については予算と連動した具体的な実施
計画となっている。
具体的なプロジェクトベースで示されて
おり具体的である。ただし外部援助によ
るものが多く、また予算措置がないもの
も多い。そのため“ショッピングリスト
となっている。
計画策定の方法、経緯 簡単に示されている。ただし会議の写真
などは添付
今後の課題と考えられる。
出典：筆者作成
以上の結果を総括すると「タケオ州開発投資プログラム2002-2004」には個別の投資プログラムは
具体的に示されているが、州としての整合性やマクロ的な効果が示されていないこと、財源が不明
確なことからフィジビリティの確保が明確でないこと、現在特に重要と考えられる計画プロセスが
明示的でないことなどが課題としてあげられる。これらの課題については、上述のガイドラインの
中で対応が考えられている。3
）計画のデータ
計画のデータについては第4 章にくわしく示した。ここでは国全体で示されているデータと市町
村レベルのデータについてその項目を表に整理して示す。（表6.5 ）
表6.5 可能なデータの比較整理（国レベル/市町村レベル）
項 目 国 レ ペ ノレ3） 市町村レベル4’
1 人口 定量的データ 定量的データ
2 労働および賃金 定量的データ なし
3 教育 定量的データ 定量的データ（就学者/学校数等）
-
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4 保健 定量的データ 定量的データ（従事者数/死亡率等）
5 住宅および設備 定量的データ 定量的データ（住宅構造/水供給等）
6 所得および支出 定量的データ なし
7 農業、森林および漁業 定量的データ 定量的データ（面積/家畜数等）
8 産業 定量的データ 定量的データ（米生産量/商店数等）
9 電力 定量的データ なし
10 運輸通信 定量的データ 定量的データ（市場への距離/自動車数等）
H 観光 定量的データ なし
12 投資 定量的データ なし
13 金融 定量的データ なし
14 財政 定量的データ なし
15 物価および為替レート 定量的データ なし
16 外国貿易および対外収支 定量的データ なし
17, 国民経済計算 定量的データ なし
18 人口移動 なし 定量的データ（移動者数）
19 地域活動組織 なし 定量的データ（組織数）
出典：第4 章注4 ）および10）より筆者作成
この表から国レベルのデータはマクロなデータであり広範囲にわたっている、特に経済データに
重点がおかれていることがわかる。これは国レベルの計画である社会経済開発計画においては目標
年次にいたる各年次のマクロ経済予測を行いそれをふまえた計画を策定するために必要なためであ
る。しかしこのデータは全国のみで州レベルにブレークダウンはされていない。
一方、市町村レベルのデータは市町村で積み上げ的に収集できるデータである。その代わり市場
への距離など国レベルでは把握できないが市町村レベルでは重要なデータが含まれている。ただし
経済に関するデータがないこともありこのデータから整合的な将来予測を行うことは容易ではな
しゝ。
7 。 ま とめ と今 後 の課 題1
）まとめ
本研究においては発展途上国の地域開発において、地域自ら計画を行うためのガイドラインの提
案をおこなうためカンボディアにおける地域計画のためのガイドラインと実際に策定された計画に
ついて事例研究を行い、その現況の把握と評価を行った。
改めてその結果をまとめると、地域計画のガイドラインについては地方分権が制度化されはじめ
て市町村が計画を策定することになったため、多段階にわけだ標準的なプロセスと各段階ごとに決
定すべき内容やそのための手法が詳細に示されているとともに上位計画との整合性、実現のための
外部組織との調整の仕組みなどが示されている。この中ですべての世帯の参加も示されている。
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地域計画の実例については5 ヵ年計画および3 ヵ年開発投資計画について検討した。I例しか収集
できなかった。それも、現在の地方分権の制度やそれをふまえたガイドラインが策定される前のも
のである。そのような制約はあるが現行の州レベルの計画である。5ヵ年計画としては州開発の目標
と戦略、3ヵ年開発投資計画においては個別のプロジェクトの投資計画が示されている。
また地域開発のためのデータとしては国レベルではマクロ経済のデータを含む社会経済データが
示されているが市町村レベルでは地域の実際の状況を把握できるデータに限って示されている。2
）今後の課題一発展途上国における地域開発のガイドラインの試案の提示にむけて
第6 章2 ）においてカンボディアの地域計画のガイドラインについてガイドラインの持つべき内
容が満たされているかという観点からの評価を行った。その結果は表6.1 、6.2 に示されている。
その結果を用いて今後つくられるべき地域開発のガイドラインにむけて今回事例研究としてとりあ
げたガイドラインを出発点として考えたときどのようにしていけばよいのか、表6.1 、6.2 をベー
スにした以下の表に示す。
表7.1 地域開発ガイドラインの試案の提示に向けての対応案
評 価 項 目 試案の提示に向けての対応案
項目I 計画策定のプロセス
プロセスそのものが合理的か 決定過程が常に明示できるよう合理的なプロ セスを示すことが重
要で評価される。
ただし合理的なプロセスであってもガイドラインとして示すもの
があ まりに煩雑であったり固定的であったりするこ とは実情 に
あった計画策定の支障となる可能性がある。この点が今後の検討
課題。
地域住民の参加が確保されたプロセスに
なっているか
原則すべての世帯が参加するプロセスとなっている点は評価され
る。
ただし、行政が整理した原案をもとに地域住民が参加したプロセ
スで計画策定を進めるようになっているが、住民 のイニシアティ
ブでスタートする計画プロセスが可能かが今後の検討課題。
上位計画や関連計画と整合をとる仕組みが
あるか
特に発展途上国では地域計画であっても上位計画や関連計画と整
合をとることが重要と考えられる。本ガイドラインのキーポイン
トはそこにおかれている。
ただし郡統合計画を策定する段階で市町村、州、NGO など外部組
織などと調整をするこのガイドラインの方法で州としての政策形
成が可能かについては今後の検討課題。
計画の実施結果の評価とフィードバックが
考慮されているか
3ヵ年開発投資計画においては予算と連動しておりアウトプット
としては評価、フィードバックが可能である。
しかし全体としてのアウトカムが明示的ではないため、計画の実
施結果の評価とフィードバックを計画プロセスの中で考慮するこ
とが容易ではない。この点が今後の主要な検討課題。
著しい負担なしに適用可能か 本ガイドラインにしたがった計画策定のために州政府にかなりの
負担がある。また十分な体制をもたない市町村にとっての負担に
問題がないかが今後の検討課題。
計画で決定すべき形式・内容
地域住民に内容がわかりやすい形式 ガイドラインでは計画策定の途中段階では表や地図を用い地域住
民に容易にわかるようにしている。 また最終的な計画の様式もわ
かりやすい形式である。ただし、プロジェクトの予算などの表は
重要であるが煩瓊であることは否めない。この点 も今後の検討課
題。
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実施段階や評価と整合性のある形式 アウトプットペースでは整合性がある。ただしアウトカムについ
ては明示的でないため上位計画あるいはその進捗との整合性など
は評価できない。アウトカムが示せるかが今後の検討課題。
環境および社会経済的持続性が確保されて
いるか
環境への配慮は大きな項目。ただし他のプロジェクト と環境との
整合際、社会経済的持続性の確保は今後の検討課題。
経済成長と貧困削減の両方に配慮した内容 項目的には両者に配慮している。ただし将来の予測やアウトカム
が示されないためそれが可能かは明確ではない。この点も今後の
検討課題。
実現可能性を重視した内容 特に財源面で課題がある。ただし現状では容易に対応できない。
計画策定のための手法とデータ
地域の課題が適切に抽出、解決策が合理的
に示せる手法であること
定性的ではあるが論理的なやり方である。
地域の将来方向が合理的に示せる手法であ
ること
ガイドラインには示されておらずこの点 も大きな検討課題の一
つ。
地域のイニシアティブでの計画策定に適用
可能な手法であること
ガイドラインに示されている手法は地域のイニシアティブでの計
画策定に適用可能な手法
適用される手法に対応したデータであるこ
と
市町村レベルのデータは適用される手法に対応したデータであ
る。逆にこれらのデータから読み取れる内容はまだあると考えら
れる。
著しい負担なしに収集整理可能なデータで
あること
日常的な行政の中で把握できるデータである。
計画の制度的位置づけ
計画が制度として位置づけられているか 位置づけられている。
出典：筆者作成
以上のように事例研究でとりあげたカンボディアの2 つのガイドラインには今後検討すべき課題
が少なくないが、発展途上国の地域開発において自ら計画策定するためのガイドラインを提案する
ための大変有益なものと評価される。
今後本報告書の成果を踏まえつつさらに関連する調査を行い最終的には発展途上国における地域
開発のガイドラインとそのためのデータについて提案をすることとした。
お わ りに
本研究は文部科学省の補助によるオープンリサーチセンター事業である東洋大学国際共生社会研
究センター(センター長：松尾友矩東洋大学学長・国際地域学部教授)の研究プロジェクト3( グルー
プリーダー：橋本善太郎国際地域学部教授・国際観光学科主任) の研究活動の一環として行われた
ものである。本研究の機会を与えられたことに感謝したい。
またセンター長、グループリーダーをはじめとする当センターの研究員、事務関係者の支援に感
謝したい。
また、カンボディアの現地調査にあたってはお忙しい中、多数の方々からの多くの協力をいただ
いた。特にカンボディア王国公共事業運輸省派遣JICA 専門家勝田積穂氏には現地調査の設定、現地
に関する情報の提供、本研究に対する討論と貴重な助言および資料の英訳の支援をうけた。
カンボディア王国計画省ホウ・タン・エン計画総局長にはカンボディアの国および地域計画につ
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いて詳細な現状説明とともに、タケオ州、コンポンチャム州における現地調査に大きな協力をいた
だいた。スルン・ソキム計画総局国際調整部長にはタケオ州、コンポンチャム州における現地調査
に同行いただき、通訳および補足説明などをいただくとともに貴重な資料の提供をいただいた。タ
ケオ州、コンポンチャム州の計画部長からは各州の計画に関する現状の説明をいただくとともに貴
重な資料の提供をいただいた。
名古屋産業大学大矢教授（前国連地域開発センター）には討論を通じて貴重な示唆をいただいた。
このほかにも本研究の実施にあたっては多くの方々にお世話になった。最後になったが改めて謝
意を表したい。
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